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で

政
府
は

m
Bに
公
表
し
た
ロ
月
の
月
例
経
済
報
告
で
、
景
気

判
断
を
2
カ
月
ぶ
り
に
引
き
下
げ
、
「
輸
出
が
引
き
続
き
弱
合

む
な
か
で
、
製
造
業
を
中
心
に
弱
さ
が
一
段
と
増
し
て
い
る
も

の
の
、
緩
や
か
に
回
復
し
て
い
る
」
と
の
見
方
を
示
し
た
。
海

外
経
済
の
減
速
を
背
景
に
、
生
産
が
さ
ら
に
悪
化
し
た
こ
と
を

踏
ま
え
た
。
た
だ
、
非
製
造
業
を
中
心
に
内
需
は
堅
調
だ
と
し

て
、
「
緩
や
か
に
回
復
」
と
の
基
本
認
識
は
維
持
し
た
。

月
例
報
告
で
景
気
判
断
を
引

き
下
げ
る
の
は
、
今
年

4
回

目。

m
s日
月
は
「
輸
出
を
中

心
に
弱
さ
が
長
引
い
て
い
る

も
の
の
、
緩
や
か
に
回
復
し
て

い
る
」
と
し
て
い
た
が
、
今
回

は
製
造
業
の
不
振
を
明
記
し

た。
個
別
項
目
で
は
、
「
生
産
」

の
判
断
を
「
こ
の
と
こ
ろ
濁
合

ん
で
い
る
」
か
ら
、
「
一
段
と

弱
含
ん
で
い
る
」
に
引
き
下
げ

た
。
自
動
車
関
連
を
中
心
に
欧

米
向
け
輸
出
が
減
り
、
生
産
用

機
械
や
自
動
車
の
生
産
も
低
迷

が
続
い
て
い
る
た
め
だ
。

先
行
き
に
つ
い
て
は
前
月
に

続
き
、
通
商
問
題
な
ど
海
外
経

済
や
消
費
増
税
後
の
消
費
者
心

理
の
動
向
に
留
意
す
る
必
要
が

あ
る
、
と
し
た
。

政
府
は
今
年
1
月
に
「
景
気

回
復
が
戦
後
最
長
に
な
っ
た
可

能
性
が
あ
る
」
と
宣
言
。
そ
の

後
、
景
気
動
向
指
数
の
基
調
判

断
が
「
悪
化
」
を
示
す
な
ど
、

景
気
後
退
の
可
能
性
を
示
す
指

標
も
出
て
い
る
も
の
の
、
今
も

「
緩
や
か
に
回
復
」
と
の
見
方

は
変
え
て
い
な
い
。

た
だ
、
増
税
が
あ
っ
た
日
月

に
は
、
小
売
業
の
販
売
額
や
家

計
支
出
が
2
0
1
4年
の
前
回

増
税
時
を
上
回
る
縞
で
落
ち
込

ん
だ
。
西
村
康
稔
経
済
再
生
相

は
こ
の
日
の
会
見
で
、
小
売
居

の
販
売
額
が
そ
の
後
回
復
し
つ

つ
あ
る
こ
と
を
挙
げ
、
「
増
税

前
後
の
駆
け
込
み
と
皮
動
減
は

前
回
ほ
ど
で
は
な
く
、
消
費
の

持
ち
直
し
の
基
調
に
変
化
は
な

い
」
と
強
調
し
た
。

政
府
の
見
方
の
と
お
り
、
増

税
に
よ
る
悪
影
響
は
一
時
的
な

も
の
で
済
む
の
か
。
今
後
公
表

さ
れ
る
経
済
指
標
に
注
目
が
集

ま
り
そ
う
だ
。
(
高
橋
末
葉
)

政
府
は
羽
田
、

2
0
2
0年

度
の
税
制
改
正
大
綱
を
閣
議
決

定
し
た
。
自
民
、
公
明
両
党
が

ロ
日
に
ま
と
め
た
与
党
税
制

改
正
大
綱
と
同
じ
内
容
で
、
所

得
5
0
0万
円
以
下
の
ひ
と
り

ぶり2 

高生
E 

親
に
つ
い
て
は
婚
姻
歴
の
有
無

や
男
女
の
区
別
な
く
所
得
税
や

住
民
税
で
優
遇
を
受
け
ら
れ
る

税
制
に
す
る
。
今
回
の
改
正
に

よ
っ
て
国
と
地
方
合
わ
せ
て
年

開
億
円
の
増
収
に
な
る
見
通

1面参照

費の増加だが、そこにはほとんど

手を付けられていない。社会保険
と公費、それぞれが担う役割の見

直しなど、もっと効率的な所得の

再分配を考える必要がある。社会
保障では一律ではなく所得や資産

に応じた負担を求め、その上で本
当に闘っている人には公費を集中
投下すべきだ。(聞き手・岩沢志気)

歳出改革腰砕け盗塁議授(公共経済学)

財政規律が弛議している。消費
税を増税したのに歳出が膨らみ、

基礎的財政収支は悪イじしている。
外為特会の剰余金など税外収入を

利用して、なんとか体裁を取り繕

っているにすぎず期政の実擦の姿
はもっと厳しいと雷える。歳出改
革もポ}ズだけで腰砕けだ。歳出

増の主因は高齢佑に伴う社会保障

定

し。
税
制
改
正
で
は
、
老
後
に
向

け
た
資
産
形
成
を
促
す
た
め

「
少
額
投
資
非
課
税
制
度
」

(
N
工
S
A
)
の
見
直
し
ゃ
、

企
業
が
一
定
条
件
を
満
た
し
た

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
投
資
し
た

場
合
の
税
優
遇
制
度
を
つ
く

る

。

(

岡

村

夏

樹

)

財布のひも緩まぬ響詩経済研究所副主任エコノミスト

のポイントだけで消費震欲が喚起
されるとは考えにくく効果は一時
的なもので、終わる可能性が高い。

19年は「老後2千万円問題Jが話
題になった。結局のところ、「将来
いくらお金が必要なのか」という
不安を解消できない隈り、消費者

はなかなか期布のひもを緩めない
のではないか。(聞き手@北見英城)

政府は幼保無償他なども手伝っ

て消費が活性化されると説明して
いるが、負担が軽減された分の多
くは貯蓄に回るだけで¥短期的に

景気を押し上げる効果は期待でき
ないだ、ろう。例えば、政府は東京五

輪後の消費活性化策としてマイナ
ンバーカードを持つ人へのポイン
ト還元を掲げる。しかし、 5千円分
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政
府
が
初
日
に
閣
議
決
定
し

た
2
0
2
0
年
度
の
一
般
会
計

当
初
予
算
案
は
、
総
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一

閤

翻

麟

6.4%盟

監税収の見通しは消費増税
で過去護大 63兆5130億円

融その他収入は特別会計
から通常以上に入れ 6兆5888億円

盟国債発行(新たな借金)
1el:10年連続減少 32兆5562信円

、、

2
兆
6
5
8
0
億
円
と
過
去
最
一
ず
る
と
膨
ら
ん
で
い
る
。

高
額
に
な
っ
た
。
1
0
0
兆
円
一
初
年
度
予
算
案
に
は
総
額
だ

の
大
台
を
超
え
る
の
は
2
年
連
一
け
で
な
く
、
「
過
去
最
高
額
」

続
で
、
四
年
度
当
初
よ
り
約
1
一
が
ず
ら
り
と
な
ら
ん
だ
。

兆
2
千
億
円
増
え
た
。
尉
政
健
一
ま
ず
、
税
収
だ
。
税
率
を
日

全
佑
を
め
ざ
す
た
め
だ
っ
た
は
一
%
に
引
き
上
げ
た
消
費
税
が
通

ず
の
日
月
の
消
費
増
税
を
終
え
一
年
分
の
収
入
と
し
て
加
わ
り
、

た
あ
と
、
政
府
の
尉
政
は
む
し
一
回
兆
5
1
3
0
億
円
を
見
込

ろ
た
が
が
緩
ん
だ
よ
う
に
ず
る
一
む
。
た
だ
、
国
内
総
生
産

(
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年
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の
虐
氷
繍
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町
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ぎ
、
政
権
が
「
次
」
を
意
識
す
一
い
と
い
う
事
情
が
、
予
算
が
膨

る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
も
あ
る
。
一
ら
む
こ
と
へ
の
切
り
込
み
を
弱

尉
政
再
建
を
重
視
す
る
立
場
一
め
た
面
が
あ
る
。

の
財
務
省
も
、
よ
う
や
く
実
現
一
予
算
案
の
決
定
を
受
句
、
政

D
P
)
の
伸
び
が
、
「
民
間
予
一
総
事
業
費
部
兆
円
と
第
2
次
安
一
し
た
消
費
増
税
が
、
景
気
悪
佑
一
府
は
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
長

想
よ
り
甘
い
」
と
さ
れ
る
実
質
一
倍
政
権
下
で
有
数
の
規
模
の
経
一
の
「
主
犯
」
と
さ
れ
る
の
は
避
一
期
債
務
残
高
が
初
年
度
末
に
、

1
・
4
%
を
前
提
と
し
た
増
収
一
済
対
策
を
決
め
た
ば
か
り
。
ー
一
け
た
か
っ
た
。
幹
部
は
「
消
費
一
前
年
か
ら
8
兆
円
増
え
て
1
1

も
織
り
込
ん
で
い
る
。
一
週
間
前
に
は
、
4
兆
4
7
2
2
一
増
税
後
の
経
済
の
影
響
は
、
今
一
2
5
兆
円
(
対
G
D
P出
で
1

増
え
た
税
収
を
吸
い
込
ん
だ
一
億
円
を
追
加
で
支
出
す
る
四
年
一
後
の
消
費
税
の
あ
り
方
の
論
点
一
9
7
%
)
に
達
す
る
と
見
込
ん

の
が
、
歳
出
全
体
の
3
分
の
1
一
度
の
補
正
予
算
案
も
盟
議
決
一
に
な
る
と
思
っ
て
い
る
」
。
消
一
だ
。
や
は
り
過
去
最
高
額
だ
。

を
占
め
る
社
会
保
障
費
だ
。
総
一
定
。
経
済
対
策
は
当
初
予
算
案
一
費
税
へ
の
反
感
を
高
め
た
く
な
(
斎
藤
徳
彦
)

額
は
お
兆
8
6
0
8
億
円
で
、
一
に
も
「
臨
時
・
特
別
の
措
置
」
と

四
年
度
か
ら
5
・
1
%
も
伸
び
一
し
て
1
兆
7
7
8
8
億
円
が
盛

て
過
去
最
高
を
塗
り
か
え
た
。
一
り
込
ま
れ
た
が
補
正
予
算
に
回

幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
佑
や
一
し
て
当
初
予
算
の
出
費
を
小
さ

大
学
な
ど
高
等
教
育
の
負
担
減
一
く
見
せ
か
け
た
部
分
も
あ
る
。

へ
の
出
費
が
主
な
要
因
。
安
倍
一
こ
こ
ま
で
の
出
費
に
打
っ
て

晋
三
首
相
が
汀
年
に
消
費
増
税
一
出
る
背
景
に
は
、
来
年
の
景
気

分
の
使
い
道
を
変
え
て
導
入
し
一
の
落
ち
込
み
へ
の
危
機
感
が
あ

た
肝
い
り
の
政
策
だ
。
一
る
か
ら
だ
。

ほ
か
の
予
算
で
切
り
込
ん
で
一
首
相
官
邸
関
係
者
は
「
中
国

「
メ
リ
ハ
リ
」
を
利
か
せ
た
様
一
の
経
済
が
減
速
し
、
欧
州
が
低

子
は
乏
し
い
。
防
衛
費
も
6
年
一
迷
し
た
ま
ま
。
国
内
は
五
輪
後

連
続
で
過
去
最
高
と
な
り
、
5
一
の
落
ち
こ
み
も
懸
念
さ
れ
る
」

兆
3
1
3
3
億
円
に
達
し
た
。
一
と
解
説
す
る
0
2年
四
月
の
衆

そ
も
そ
も
、
今
月
5
日
に
は
一
院
総
選
挙
か
ら
2
年
以
上
が
過

{位

L醐嶋


